第10事件：医療法人に途中入会した社員の持分払戻請求権

担当：矢内啓一郎
●事実
Y（控訴人・被告）は医療法人社団。X（被控訴人・原告）はYの設立の11年後に中途で出資し入会。その後Xは退会し、Y定款8条を理由に、出資持分の払戻としてYに対し5億6000万余円を請求。

●参照条文
医療法54条　「医療法人は剰余金の配当をしてはならない。」
同法56条1項　「解散した医療法人の残余財産は、合併及び破産の場合を除くほか、定款または寄附行為の定めるところにより、その帰属すべき者に帰属する。」
●争点
　1.　定款8条にいう「払込済出資額に応じて」の解釈（医療法54条、訴外Aの前例）
　2.　Xの持分割合（を決める基準となる時点）
　3.　払戻の計算の基礎となるYの資産の額（同法54条と関連）

●判決
　第1審＝東京地八王子支判H6.3.24（判例集未登載）　5億4000万余円の支払
　　1.　Y定款8条の文理＋Y定款35条との整合性→払込出資額に比例して金銭が払戻しされる
　　2.　持分割合＝（退会会員の払込済出資額／払込済出資総額）
　　3.　Yの資産の額は、事業の存続を前提とし、これを一括譲渡する場合の価額を標準

　控訴審＝東京高裁H7.6.14（本判決）　588万余円の支払
　　1.　医療法54条で剰余金の配当が禁止（目的：経営の安定、営利企業化の防止）されていても、同法56条により、払戻しは医療法人が自律的に定めるところに委ねられる

2.　Y定款8条、35条の文理→Yの資産に対する出資持分に相当する資産の払戻しをすべき（出資金と同額を払戻した前例は影響せず）
　　3.　設立後に出資をした会員の出資持分を決める基準となる時点は、当該出資時
　　4.　Yの資産の額は、Xの脱退時における客観的価額、つまり事業の継続を前提として当該資産を一括譲渡する場合の譲渡価額を標準
●コメント
・差益目的で、途中で入会して更に大きくなったところで退会すると、「経営の安定、営利企業化の防止」にならないのでは？→医療法人制度改革（H19.4.1～）。「持分の定めのない医療法人」
・もし計算結果として5億余円の支払いということになったら、Yの主張する信義則違背、権利の濫用は認められたか？（ちなみにYは資産総額50億余円ということになった。参考：東京高判昭和54.4.17行集30巻4号762頁。医療法人の解散による医療機会喪失と税負担の適正公平との比較衡量の結果、後者を優先）
・「一部清算としての実質」とはどういう意味か？（判決は「出資持分は一部清算としての実質を持つ→出資持分に相当する資産の払戻しをすべき、とはいえ事業は継続→Yの資産額は清算価額ではなく譲渡価額に依れ」とのことだが、一部清算としての実質があるなら清算価額に依ることもありうるのか？）
・事実について、原審引用かつ原審が判例集未登載だったため、ややわかりづらかった。
・少し会計関連の勉強にもなった。
